
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 19日

上  場  会  社  名       上場取引所 東 大

コード番号  7949 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 石川県

　　　　　氏　      名　　鈴 木 裕 文 TEL (0761) 21 - 3131
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 19日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
12年 3月期 19,526 2.6 1,587 0.5 1,661 1.6

11年 3月期 19,032 △ 8.8 1,579 △ 24.5 1,635 △ 23.6

  １株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％
12年 3月期 917 3.8 84.18 - 5.3 7.8 8.5

11年 3月期 884 △ 3.9 81.10 - 5.4 7.3 8.6
(注)①期中平均株式数 12年 3月期    10,903,240 株          11年 3月期    10,903,240 株 
    ②会計処理の方法の変更　　　無
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 22.00 10.00 12.00 239 26.1 1.4

11年 3月期 22.00 10.00 12.00 239 27.1 1.4
（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　2 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 
      11年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　2 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭
12年 3月期 20,538 17,642 85.9 1,618.13

11年 3月期 22,268 16,836 75.6 1,544.17
（注）期末発行済株式数　12年 3月期    10,903,240　株　　　11年 3月期    10,903,240株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　　　　１株当たり年間配当金
中間 期末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭
中 間 期 9,500 835 437 10.00 － －

通　　期 20,500 1,800 854 － 10.00 20.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   78 円 33 銭 

１株当たり株主資本

売上高 経常利益 当期純利益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

－１９－



－２０－

比比比比    較較較較    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表

（百万円未満切捨）
当　　　　　　期 前　　　　　　期

（平成１２年３月３１日現在） （平成１１年３月３１日現在）
増 減 金 額期　別

科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比 （△印は減）

（　資　産　の　部　） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流　動　資　産 １３，０４７ ６３．５ １４，７２３ ６６．１ △１，６７６

　現 金 及 び 預 金         ２，５８８ ５，２６３ △２，６７５
　受 取 手 形         ４，２４８ ３，９９３ ２５４
　売　　　掛　　　金 ３，４９７ ３，２２２ ２７４
　有 価 証 券         ４４７ ４８１ △ ３４
　製　　　　　　　品 ８３ ７７ ５
　原　　　材　　　料 １３４ １３２ １
　仕　　　掛　　　品 １，５５６ １，２９３ ２６２
　貯　　　蔵　　　品 ５ ６ △ １
　前 払 費 用         ２６ ２５ ０
　短  期  貸  付  金 ３５８ １５ ３４２
　繰 延 税 金 資 産         ７７ － ７７
　そ　　　の　　　他 ６３ ２５５ △ １９１
　貸 倒 引 当 金         △ ４０ △ ４６ ６

固　定　資　産 ７，４９０ ３６．５ ７，５４４ ３３．９ △ ５４

　有 形 固 定 資 産         ４，２７１ ２０．８ ４，４３０ １９．９ △ １５８

　　建　　　　　　　物 １，４４７ １，５４４ △ ９７
　　構　　　築　　　物 ５３ ５９ △ ５
　　機 械 及 び 装 置         ３７７ ４２７ △ ４９
　　車 輌 及 び 運 搬 具         ２４ １７ ６
　　工具、器具及び備品 ９８ ６７ ３１
　　土　　　　　　　地 ２，２６６ ２，２６６ －
　　建 設 仮 勘 定         ３ ４７ △ ４３

　無 形 固 定 資 産         ２５１ １．２ １６ ０．１ ２３４

　　電 話 加 入 権         １４ １４ △ ０
　　施 設 利 用 権         １ １ △ ０
　　ソ フ ト ウ エ ア         ２３５ － ２３５

　投資その他の資産         ２，９６７ １４．５ ３，０９７ １３．９ △ １２９

　　投 資 有 価 証 券         ３５８ ４４９ △ ９０
　　子 会 社 株 式         １５８ １３４ ２４
　　長 期 前 払 費 用         ３ １５１ △ １４７
　　長 期 預 金         ３４ ２８ ６
　　保 険 積 立 金         １，９３５ １，８５６ ７９
　　そ の 他         ６１０ ５６２ ４７
　　貸 倒 引 当 金         △ １３４ △ ８５ △ ４８

資 産 合 計          ２０，５３８ １００．０ ２２，２６８ １００．０ △１，７３０



－２１－

当　　　　　　期 前　　　　　　期
（平成１２年３月３１日現在）（平成１１年３月３１日現在）

増 減 金 額      期　別

科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比 （△印は減）

（　負　債　の　部　） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流　動　負　債 ２，８３５ １３．８ ５，４３２ ２４．４ △２，５９６

　支 払 手 形         － ３，０００ △３，０００

　買　　　掛　　　金 １，３８８ １，３２７ ６０

　未　　　払　　　金 ４１５ ４２４ △ ８

　未 払 法 人 税 等         ３７６ １６６ ２１０

　未 払 消 費 税 等         ６８ ３６ ３１

　前　　　受　　　金 ３２０ １９８ １２１

　賞　与　引　当　金 ２４２ ２３５ ７

　そ　　　の　　　他 ２５ ４３ △ １８

固　定　負　債 ５９ ０．３ － － ５９

　繰 延 税 金 負 債         ５９ ０．３ － － ５９

負 債 合 計          ２，８９５ １４．１ ５，４３２ ２４．４ △２，５３６

（　資　本　の　部　）

資　　本　　金 ３，０９９ １５．１ ３，０９９ １３．９ －

法　定　準　備　金 ３，２８２ １６．０ ３，２５１ １４．６ ３０

　資　本　準　備　金 ３，０３１ ３，０３１ －

　利　益　準　備　金 ２５０ ２１９ ３０

そ の 他 の 剰 余 金           １１，２６０ ５４．８ １０，４８５ ４７．１ ７７５

　任　意　積　立　金 １０，２７５ ５０．０ ９，５７４ ４３．０ ７００

　　特 別 償 却 準 備 金         － ０ △ ０

　　固定資産圧縮積立金 ８８ １５５ △ ６７

　　別　途　積　立　金 １０，１８６ ９，４１８ ７６８

　当 期 未 処 分 利 益         ９８５ ４．８ ９１０ ４．１ ７４

　（当期純利益） （９１７） （８８４） （  ３３）

資 本 合 計          １７，６４２ ８５．９ １６，８３６ ７５．６ ８０６

負債及び資本合計          ２０，５３８ １００．０ ２２，２６８ １００．０ △１，７３０



－２２－

比比比比    較較較較    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書

（百万円未満切捨）

当　　　　期 前　　　　期

自平成１１年４月  １日
至平成１２年３月３１日

自平成１０年４月  １日
至平成１１年３月３１日

期　　別

科　　目 金　　額 百 分 比 金　　額 百分比

増減金額

(△印は減)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

営 業 収 益 １９，５２６ １９，０３２ ４９３

　売 上 高 １９，５２６ １００．０ １９，０３２ １００．０ ４９３

営 業 費 用 １７，９３９ ９１．９ １７，４５３ ９１．７ ４８５

　売 上 原 価 １３，６４４ ６９．９ １３，２０２ ６９．４ ４４２

　販売費及び一般管理費 ４，２９４ ２２．０ ４，２５０ ２２．３ ４３

営

業

損

益

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

営 業 利 益 １，５８７ ８．１ １，５７９ ８．３ ７

営 業 外 収 益 １５５ ０．８ １７４ ０．９ △ １９

　受 取 利 息 ２９ ４２ △ １３

　受 取 配 当 金 ４１ ４３ △ １

　そ の 他 ８４ ８８ △ ３

営 業 外 費 用 ８１ ０．４ １１８ ０．６ △ ３７

　支払利息及び割引料 － ９ △ ９

　有価証券評価損 ７４ ５９ １４

　有価証券売却損 － ４２ △ ４２

営

業

外

損

益

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　そ の 他 ６ ６ ０

経

常

損

益

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経 常 利 益 １，６６１ ８．５ １，６３５ ８．６ ２６

特 別 損 失 １ ０．０ ２１ ０．１ △ ２０

　固 定 資 産 除 却 損 １ １ △ ０

　固 定 資 産 売 却 損 ０ － ０

特
別
損
益
の
部

  投資有価証券評価損 － １９ △ １９

税 引 前 当 期 純 利 益 １，６５９ ８．５ １，６１３ ８．５ ４６

法人税、住民税及び事業税 ７５９ ３．９ ７２９ ３．９ ３０

法 人 税 等 調 整 額 △ １６ － △ １６

当 期 純 利 益 ９１７ ４．６ ８８４ ４．６ ３３

前 期 繰 越 利 益 １２２ １４６ △ ２３

過 年 度 税 効 果 調 整 額 １ － １
税効果会計に伴う固定資産
圧 縮 積 立 金 取 崩 額 ６３ － ６３

中 間 配 当 金 １０８ １０８ ０

中間配当に伴う利益準備金積立額 １０ １０ ０

当 期 未 処 分 利 益 ９８５ ９１０ ７４



－２３－

比比比比    較較較較    利利利利    益益益益    処処処処    分分分分    案案案案

（百万円未満切捨）

当　　　　　期 前　　　　　期期　別

科　目
自平成１１年４月　１日
至平成１２年３月３１日

自平成１０年４月　１日
至平成１１年３月３１日

増減金額
（△印は減）

百万円 百万円 百万円

当期未処分利益 ９８５ ９１０ ７５

任意積立金取崩高

特別償却準備金取崩額 － ０ △ ０

固定資産圧縮積立金取崩額 ２ ４ △ ２

合　　　計 ９８７ ９１５ ７２

利益処分額

利益準備金 １７ １７ －

利益配当金 １３０ １３０ ０

（１株につき１２円００銭） （１株につき１２円００銭）

役員賞与金 ４４ ４４ －

（うち監査役賞与金） （　２） （　２） －

特別償却準備金 １７ － １７

別途積立金 ６００ ６００ －

合　　　計 ８０９ ７９２ １７

次　期　繰　越　利　益 １７７ １２２ ５５

（注）１．特別償却準備金及び固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。
２．平成１１年１２月１０日に１０８百万円（１株につき１０円００銭）の中間配当を実施いたし

ました。

１株当たり配当金

平成１２年３月期 平成１１年３月期期　別

科　目 年　間 中　間 期　末 年　間 中　間 期　末

普通（旧）株式 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭

（ 内 訳 ） ２２　００ １０　００ １２　００ ２２　００ １０　００ １２　００

記 念 配 － － 　２　００ － － 　２　００

特 別 配 － － － － － －



－２４－

（重要な会計方針）

１）有価証券の評価基準および評価方法
取引所の相場のある有価証券 ・・・ 移動平均法による低価法（洗替え方式）
その他の有価証券・・・移動平均法による原価法

２）棚卸資産の評価基準および評価方法
製品および仕掛品 ・・・ 個別法による原価法
原　材　料　　　 ・・・ 移動平均法による原価法
貯　蔵　品　　　 ・・・ 最終仕入原価法

３）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 ・・・ 法人税法の規定に基づく定率法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に
ついては定額法

無形固定資産 ・・・ ソフトウェアについては利用可能期間（５年）に基づく定額法、その他に
ついては法人税法の規定に基づく定額法
なお、ソフトウェアについては、「研究開発費及びソフトウェアの会計
処理に関する実務指針」（公認会計士協会会計制度委員会報告第１２号
平成１１年３月３１日）の経過措置の適用により、従来の会計処理方法を
継続しております。また、同報告により上記に係るソフトウェアの表示に
ついては当期より投資その他の資産の「長期前払費用」から無形固定資産
の「ソフトウェア」に変更しております。

４）重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、法人税法に定める法定繰入率による限度相当額のほ
か、取引先の財政状態を勘案して計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

５）リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６）適格退職年金制度
従業員退職金の全部について、適格退職年金制度を採用しております。

７）消費税等の会計処理方法
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

８）税効果会計の適用
当期より財務諸表等規則が改訂されたことを契機に、会計上の利益と税金費用との対応関係を
より適正なものとするため、税効果会計を適用しております。この変更により、税効果会計を適
用しない場合に比べ、繰延税金資産（流動）７７百万円、繰延税金負債（固定）５９百万円が新
たに計上されるとともに、当期純利益は１６百万円、当期未処分利益は８１百万円多く計上され
ております。



－２５－

（注記事項）

貸借対照表に関する事項　　　　　　　平成１２年３月期　　　　平成１１年３月期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　　百万円
１）有形固定資産の減価償却累計額　　  ３，８５４　　　　　　　３，６４１
２）自己株式　　　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　０
（株数）　　　　　　　　　　　（　　　４３６株）　　  （　　　２５６株）

（リース取引）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額
 （百万円未満切捨）

 期 別
 資　産

 種　類
 機械及び装置  工具、器具及び備品  計

  取 得 価 額 相 当 額  ３４５  ４０７  ７５３
 平成１２年３月期  減価償却累計額相当額  １９８  ２５５  ４５４

  期 末 残 高 相 当 額  １４７  １５１  ２９９
  取 得 価 額 相 当 額  ３８０  ４５２  ８３２
 平成１１年３月期  減価償却累計額相当額  １８７  ２２９  ４１６

  期 末 残 高 相 当 額  １９３  ２２２  ４１６
 
 　　　　　　　　　　　　　　　平成１２年３月期　　　　平成１１年３月期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　百万円

（２） 未経過リース料期末残高相当額        
 　　　　　　　　　１年以内　　　　　　１３０　　　　　　　  １５２
 　　　　　　　　　１ 年 超    　　　　　　１８２　　　　　　　  ２７８
 　　　　　　　　　合　　計　　　　　　３１３　　　　　　　  ４３１
 
（３） 支払リース料減価償却費相当額及び支払利息相当額
　　　　　支 払 リ ー ス 料        　　　　　　１７７　　　　　　　  ２６０
　　　　　減価償却費相当額　　　　　　１６０　　　　　　　  ２２６
　　　　　支払利息相当額        　　　　　　　１５　　　　　　　　  ２０

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額 ･･････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。
利 息 相 当 額         ･･････ リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については利息法によっております。



－２６－

（税効果会計）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

平成１２年３月期
百万円

繰延税金資産（流動）

未払事業税 ３２

賞与引当金限度超過額 ３３

有価証券評価損限度超過額 ９

その他 １

繰延税金資産計 ７７

繰延税金資産（固定）

無形固定資産償却限度超過額 １

貸倒引当金限度超過額 １１

その他 ２

繰延税金資産小計 １５

繰延税金負債（固定）

固定資産圧縮積立金 ６１

特別償却準備金 １２

繰延税金負債小計 ７４

繰延税金負債の純額 ５９

役 員 の 移 動役 員 の 移 動役 員 の 移 動役 員 の 移 動                                

該当事項はありません


